
 

 

 

 

 

 

 
 

現在、不動産事業を個人で経営している鈴木和男（仮名）といいます。最近、相続税対

策、所得税対策として法人設立が話題になっていますが、具体的に法人と個人による所
得計算の仕組みとメリットを教えてください。 

  
個人不動産を法人へ移転する場合は消費税・所得税・法人税・相続税の側面を総合的に判

断して活用します。今後、法人税は下がる傾向にある、一方、個人所得税、相続税は上がることは

あっても、下がることは想

定しづらいと考えます。 

鈴木さんの場合、長期

間の不動産経営を考えて

いるため、法人を活用し

ながら、相続税、所得税

の節税を図ることをおす

すめします。 

以下、法人の活用メリ

ットを記載しておきます。 
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お問合せ先：税理士法人あおば   資産税担当 税理士 三瀬 義男     

大阪市西区立売堀１丁目１番１号  立売堀１番館４F 

ＴＥＬ：０１２０－９８５－５５６ ＵＲＬ：www.aoba-atm.com/ 
 


